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れなかった可能性が高く、その大量の海水が主要建屋の中に浸入し、本件非常用電

源設備が浸水によりその機能を失うなどして本件各原子炉施設が電源喪失の事態に

陥り、本件事故と同様の事故が発生するに至っていた可能性が相当にあるといわざ

るを得ない。 

そうすると、本件の事実関係の下においては、経済産業大臣が上記の規制権限を

行使していれば本件事故又はこれと同様の事故が発生しなかったであろうという関

係を認めることはできないことになる。 

 これに対し、原審は、本件では上記関係があることが事実上推認されるとい

うが、以上に説示したとおりの本件の事実関係の下においては、そのようにいうこ

とはできない。 

 したがって、上告人が、経済産業大臣が電気事業法４０条に基づく規制権限

を行使して津波による本件発電所の事故を防ぐための適切な措置を講ずることを東

京電力に義務付けなかったことを理由として、被上告人らに対し、国家賠償法１条

１項に基づく損害賠償責任を負うということはできない。 

 ２ これと異なる原審の判断には、判決に影響を及ぼすことが明らかな法令の違

反がある。論旨は理由があり、原判決中、別紙被上告人目録２から６まで記載の被

上告人らの上告人に対する損害賠償請求についての上告人敗訴部分は破棄を免れな

い。そして、以上に説示したところによれば、上記請求は理由がないから、上記破

棄部分につき、第１審判決中別紙被上告人目録２から４まで記載の被上告人らの請

求に関する上告人敗訴部分を取り消した上で同部分に関する同被上告人らの請求を

いずれも棄却し、別紙被上告人目録２、３、５及び６記載の被上告人らの控訴を棄

却し、別紙被上告人目録２及び５記載の被上告人らの原審における追加請求をいず

れも棄却すべきである。 

 よって、判示第３につき裁判官三浦守の反対意見があるほか、裁判官全員一致の

意見で、主文のとおり判決する。なお、判示第３につき裁判官菅野博之、同草野耕

一の各補足意見がある。 


